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要約
情報の利活用は”情報収集により収集した情報を分析し、現状の問題点を指摘し、解決策

を創出する”といった問題解決型のイメージで語られることが多い。情報収集から始まる一
連の情報処理が問題解決を容易にすることから、情報の価値が認識される。情報社会は情報
が新しい価値を創造する社会として語られてきたが、この価値創造型の視点で情報の価値
を説明する例は少ない。一方、日本語の”情報”は一般に認知されるようになって約 年し
か経っていない。それに対し” ”は語源の から約 年の歴史がある。
理解の深さと広がり、体系化の度合いが日本語の情報と大きく異なると考えられる。そこで、
日本語の“情報”と、英語の“information”をとりまく環境や使用実態の相違点に注目して、今
後日本において望まれると思われる、人間中心の情報利活用について考察する。

１．はじめに
新潟国際情報大学情報システム学科で情報の利活用に関する、情報文化１）、情報検索２）、

情報論の３科目を担当してきた。情報文化、情報検索については既に報告したので、本報告
は情報論で扱ってきた、情報の利活用と情報の価値についてまとめた。担当した 年間に
学生の情報利活用環境が大きく変化し、利便性が向上した結果、情報を見つけて利活用する
力は大幅に向上した。しかしピンポイント情報と呼ぶ、最も使えそうな 件の情報を見つ
け、そのまま利活用する力である。逆に、情報の利活用の基礎となる、複数の情報をまとめ
る力は大きく低下している可能性が高い。そこで、日本語の“情報”と英語の“information”と
の相違点に注目して、人間中心の情報利活用の在り方について考察した。

２．日本語における情報の基礎概念
の概念の導入と情報から諜報への変化

日本語の情報は英語の に相当する概念として日本に紹介された。図 に
の概念の日本への導入と情報の諜報への変化を示す。 年 文久 年 の英和

対訳袖珍辞書英和辞典では の意味として“教エ、告知、手術、了解、訴ル事”が
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２．日本語における情報の基礎概念
の概念の導入と情報から諜報への変化

日本語の情報は英語の に相当する概念として日本に紹介された。図 に
の概念の日本への導入と情報の諜報への変化を示す。 年 文久 年 の英和

対訳袖珍辞書英和辞典では の意味として“教エ、告知、手術、了解、訴ル事”が

示されている。訴ル事がらを含め現在の和英辞典とほぼ同じ内容であった。
年（明治 年）に仏国歩兵陣中要務実地演習軌典の中で情報という言葉が初めて使

用された３）。その後、情報は ではなく の意味で第二次世界大戦終
了まで使用された。

図 の概念の日本への導入と情報の諜報への変化

 文久
 英和対訳袖珍辞書 シュウチンポケット辞典）
 教エ、告知、手術、了解、訴ル事

 明６
 附音挿図英和字彙 フオンソウズエイワジイ
 消息、教諭、報告、訴訟、知識

 明 情報 キテン
 仏国歩兵陣中要務実地演習軌典（フツコク ホヘイ ジンチュウ ヨウム ジッチ エ

ンシュウ キテン，酒井忠恕）
 フランス語 （ランセニュマン，案内情報照会諜報）を情報 と訳

す（小野 厚夫 ）
 敵状、敵情の報知、報告、状報が情報に統一

 明
 民情一新 福沢諭吉
 インフォルメーションを使用
 

 明
 日清戦争の新聞記事

 明
 大戦原理 戦争論（森鴎外）
 （通知、報告）を情報

 明
 日露戦争の新聞記事

 大
 熟語本位英和中辞典
 を情報

 大
 大英和辞典 を情報
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第二次大戦後における情報という言葉の認知

図２ 朝日新聞と日経新聞の見出しに情報が含まれる１年間の記事数のグラフ

図２は朝日新聞と日経新聞の見出しに情報が含まれる１年間の記事数のグラフである。
朝日新聞で１日１記事となる 記事を超えたのは 年であった。 記事を超えた
のが 年で、急激に増加したのが 年（ 件）から 年（ 件）にかけて
だった。次に急激に増加したのが 年（ 件）から 年（ 件）であった。
逆に、 年は 件と急激に少なくなった。情報という言葉が日常的に使用され始め
たのが 年頃と考えると、現在まで約 年しか経過していないことになる。

広辞苑における情報と情報関連見出し語の拡大
表１に広辞苑における情報と情報関連見出し語の変化を示す。広辞苑（岩波書店）におい

て情報は第一版（初版）４） では、“事情の知らせ。”のみであった。情報関連見出し語
は“情報局”1 語であった。第二版５） 及び、第二版補訂版６） では、”或ることが
らについてのしらせ。” となり、情報関連見出し語は“情報局”と“情報理論”の 語となった。

第三版７） では、原文を直接確認できなかったが、“①或ることがらについてのし
らせ。②判断を下したり行動を起こしたりするために必要な知識。”となった。②の意味が
加わったことから、新らしい情報の概念が社会に浸透してきたと考えられる。
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第二次大戦後における情報という言葉の認知

図２ 朝日新聞と日経新聞の見出しに情報が含まれる１年間の記事数のグラフ

図２は朝日新聞と日経新聞の見出しに情報が含まれる１年間の記事数のグラフである。
朝日新聞で１日１記事となる 記事を超えたのは 年であった。 記事を超えた
のが 年で、急激に増加したのが 年（ 件）から 年（ 件）にかけて
だった。次に急激に増加したのが 年（ 件）から 年（ 件）であった。
逆に、 年は 件と急激に少なくなった。情報という言葉が日常的に使用され始め
たのが 年頃と考えると、現在まで約 年しか経過していないことになる。

広辞苑における情報と情報関連見出し語の拡大
表１に広辞苑における情報と情報関連見出し語の変化を示す。広辞苑（岩波書店）におい

て情報は第一版（初版）４） では、“事情の知らせ。”のみであった。情報関連見出し語
は“情報局”1 語であった。第二版５） 及び、第二版補訂版６） では、”或ることが
らについてのしらせ。” となり、情報関連見出し語は“情報局”と“情報理論”の 語となった。

第三版７） では、原文を直接確認できなかったが、“①或ることがらについてのし
らせ。②判断を下したり行動を起こしたりするために必要な知識。”となった。②の意味が
加わったことから、新らしい情報の概念が社会に浸透してきたと考えられる。

9
10

29
22

56

41
5662

37
62

77
58

61
84

295
367 282

407
311 454

492
691

613
600

1262

912

1447

3363

4853

5079

4758

5260

5729
5788

5539
5375

8073

7164

7211
7027

6645
6665

6790

6629

7180

6832

7037

6403

6074

5946

4413

3513
3345
3177

64
369

775
1028

1252

1195

1410

1714
1782

2122

2295

1775

1535
16871499

1291

1019
996
1021

985

1130

1079

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

19
45

19
48

19
51

19
54

19
57

19
60

19
63

19
66

19
69

19
72

19
75

19
78

19
81

19
84

19
87

19
90

19
93

19
96

19
99

20
02

20
05

20
08

20
11

20
14

朝日

日経

表１ 広辞苑における情報と情報関連見出し語の変化
西暦 版 定義 情報関連見出し語

昭 和
年 初版 “事情の知らせ。” 「情報局」

昭 和
年

第 二
版

“或ることがらについての
しらせ。”

「情報局」「情報理論」

昭 和
年

第 二
版 補
訂版

“或ることがらについての
しらせ。”

「情報局」「情報理論」

昭 和
年

第 三
版

“①或ることがらについての
しらせ②判断を下したり行
動を起こしたりするために
必要な知識。 ”

―――

平 成
年

第 四
版

“①或ることがらについての
しらせ。「極秘－」②判断を
下したり行動を起こしたり
するために必要な知識。「－
が不足している」。

「情報科学」「情報化社会」「情報化ビル」
「情報機関」「情報局」「情報源」「情報公
開制度」「情報公開制度」「情報産業」「情
報誌」「情報処理」「情報操作」「情報通」
「情報網」「情報理論」 （計 項目）

平 成
年

第 五
版

“①或ることがらについての
しらせ。「極秘－」②判断を
下したり行動を起こしたり
するために必要な、種々の媒
体を介しての知識。「－が不
足している」。”

「情報科学」「情報化社会」「情報化ビル」
「情報機関」「情報局」「情報記録紙」「情
報源」「情報検索」「情報公開制度」「情報
産業」「情報誌」「情報処理」「情報操作」
「情報通」「情報網」「情報理論」

（計 項目）

平 成
年

第 六
版

“①或ることがらについての
しらせ。「極秘－」②判断を
下したり行動を起こしたり
するために必要な、種々の媒
体を介しての知識。「－が不
足している」。”

「情報科学」「情報化社会」「情報家電」
「情報機関」「情報技術」 「情報局」「情
報記録紙」「情報源」「情報検索」「公開個
人情報保護審査会」 「情報公開法制度」
「情報公開法」「情報コンセント」「情報
産業」「情報誌」 「情報処理」「情報処理
心理学」「情報操作」「情報通」「情報提供」
「情報の非対称性」「情報網」「情報理論
「情報倫理」 （計 項目）

平 成
年

第 七
版

“①或ることがらについての
しらせ。「極秘－」②判断を
下したり行動を起こしたり
するために必要な、種々の媒
体を介しての知識。「－が不
足している」③システムが動
くための指令や信号→遺伝
情報”

「情報科学」「情報学」「情報化社会」「情
報家電」「情報機関」 「情報技術」「情報
局」「情報記録紙」「情報源」「情報検索」
「公開個人情報保護審査会」「情報公開
法制度」「情報公開法」「情報コンセント」
「情報産業」 「情報誌」「情報処理」「情
報処理心理学」「情報生物学」「情報操作」
「情報通」「情報提供」「情報の非対称性」
「情報網」「情報理論」 「情報倫理」

（計 項目）

第四版８）（ ）では“①或ることがらについてのしらせ「極秘－」②判断を下したり行
動を起こしたりするために必要な知識「－が不足している」”となっている。情報関連見出
しには、「情報科学」、「情報化社会」、「情報化ビル」、「情報局」、「情報記録紙」、「情報源」、
「情報検索」、「情報公開制度」、「情報産業」、「情報誌」、「情報処理」、「情報操作」、「情報通」、
「情報網」、「情報理論」の 項目が登場している。 年代の初頭には現在の情報という
言葉が定着していたと考えられる。
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第五版９）（ 年）では“①或ることがらについてのしらせ。「極秘－」②判断を下した
り行動を起こしたりするために必要な、種々の媒体を介しての知識。「－が不足している」。”
と加筆された。当時、情報はテレビなどのマスコミが主体であったが、家庭から 回線
によるインターネット接続の普及が始まった時期であったことも影響して、“種々の媒体と
して”が追加されたと考えられる。情報関連見出し語から「情報局」が削除され 件となっ
た。第 班で「情報局」は「情報機関」の登場に伴い復活したが、「情報機関」とは異なり、
時代にそぐわないことから削除されたものと思われる。
第六版 ）（ 年）では、“①或ることがらについてのしらせ。「極秘－」②判断を下し

たり行動を起こしたりするために必要な知識。「－が不足している」。”で、第五版と同じで
ある。情報関連見出し語には「情報家電」、「情報技術」、「情報局」、「公開個人情報保護審査
会」、「情報コンセント」、「情報処理心理学」、「情報提供」、「情報の非対称性」、「情報倫理」
の 項目が追加された。「情報局」は復活した。歴史的な意味があるとの判断によるものと
も考えられる。「情報公開制度」は「情報公開法」に修正された。情報に関する概念が大き
な広がりを持ったことを示している。
第七版 ）（ 年）では、“③システムが動くための指令や信号→遺伝情報”の意味が追

加された。情報関連見出しには「情報学」、「情報公開制度」、「情報生物学」が加わった。
版（ 年）から 版（ 年）の間に、従来存在しなかった新しい概念を取り込み

ながら、情報の意味範囲を拡大した。この時期は、 、 、家庭向け
光回線 、携帯電話からのインターネット接続 などが普及した時期に重なる。情
報技術の発展が新しい言葉を作り出したともいえる。広辞苑で情報そのものの意味は現在
でも 項目しかないが、②の意味は日本独自の情報の解釈に大きな影響を与えた可能性が
高い。

日本語の情報の特質
大辞林 ）によると、“①物事、出来事などに関する知らせ、②ある特定の目的につ

いて適切な判断を下し、行動の意思決定をするために役立つ資料や知識、③機械系や生態系
に与えられる指針や信号、例えば遺伝情報”となっている。トフラーの第 の波 で紹介さ
れ一般に認知されることになった脱工業社会としての“情報社会”により、情報は単なるお知
らせから、ある特定の目的について判断を下したり、意思決定をしたりするために役立つも
のに変化を遂げた。

．英語における情報の基礎概念
における英語の情報 ）

には以下の 項目が記載されている。
何かまたは誰かについて、提供または明らかにされた事実。

（英文）
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第五版９）（ 年）では“①或ることがらについてのしらせ。「極秘－」②判断を下した
り行動を起こしたりするために必要な、種々の媒体を介しての知識。「－が不足している」。”
と加筆された。当時、情報はテレビなどのマスコミが主体であったが、家庭から 回線
によるインターネット接続の普及が始まった時期であったことも影響して、“種々の媒体と
して”が追加されたと考えられる。情報関連見出し語から「情報局」が削除され 件となっ
た。第 班で「情報局」は「情報機関」の登場に伴い復活したが、「情報機関」とは異なり、
時代にそぐわないことから削除されたものと思われる。
第六版 ）（ 年）では、“①或ることがらについてのしらせ。「極秘－」②判断を下し

たり行動を起こしたりするために必要な知識。「－が不足している」。”で、第五版と同じで
ある。情報関連見出し語には「情報家電」、「情報技術」、「情報局」、「公開個人情報保護審査
会」、「情報コンセント」、「情報処理心理学」、「情報提供」、「情報の非対称性」、「情報倫理」
の 項目が追加された。「情報局」は復活した。歴史的な意味があるとの判断によるものと
も考えられる。「情報公開制度」は「情報公開法」に修正された。情報に関する概念が大き
な広がりを持ったことを示している。
第七版 ）（ 年）では、“③システムが動くための指令や信号→遺伝情報”の意味が追

加された。情報関連見出しには「情報学」、「情報公開制度」、「情報生物学」が加わった。
版（ 年）から 版（ 年）の間に、従来存在しなかった新しい概念を取り込み

ながら、情報の意味範囲を拡大した。この時期は、 、 、家庭向け
光回線 、携帯電話からのインターネット接続 などが普及した時期に重なる。情
報技術の発展が新しい言葉を作り出したともいえる。広辞苑で情報そのものの意味は現在
でも 項目しかないが、②の意味は日本独自の情報の解釈に大きな影響を与えた可能性が
高い。

日本語の情報の特質
大辞林 ）によると、“①物事、出来事などに関する知らせ、②ある特定の目的につ

いて適切な判断を下し、行動の意思決定をするために役立つ資料や知識、③機械系や生態系
に与えられる指針や信号、例えば遺伝情報”となっている。トフラーの第 の波 で紹介さ
れ一般に認知されることになった脱工業社会としての“情報社会”により、情報は単なるお知
らせから、ある特定の目的について判断を下したり、意思決定をしたりするために役立つも
のに変化を遂げた。

．英語における情報の基礎概念
における英語の情報 ）

には以下の 項目が記載されている。
何かまたは誰かについて、提供または明らかにされた事実。

（英文）

特定の配置または特定の順序によって伝えられ表現されるもの。
（英文）
情報の利活用との関連は の意味となる。広辞苑の“或ることがらについてのしらせ”と
似ているが、 、 、 など具体的な事実であることが情報の要件となっている。

語源（ ） ）

英語のインフォメーション（ ）が情報の語源であり、 の語源は
世紀後半の インフォ－マシオンと考えられる。

 古フランス語 の「アドバイス、指導」を経て、 世紀に
「知らせる行為、ニュースの伝達」を意味した。
英文

 ラテン語の から（主格は ）「アウトライン、コンセプト、
アイデア」が、 の過去分詞の語幹から「訓練、指示、教育、形、形を与える」
といった行動を意味する名詞 古フランス語 が成立した。なお、

における、 “情報を知らせる行為”の以前の説明文は”情報を伝える行為”で
あった。
英文

 はラテン語の nforma’re が語源である。
動詞)→informatio(名詞)→informationem の単数対格：他動詞の直

接目 的語を標識 と順に変化したと考えられる。そしてラテン語の nforma’re には、「ト
レーニング、指示、教育、形、形を与える」という意味が含まれていた。科学技術情報ハ
ンドブック 年） でも、 の語源である の意味を“形の定かで
ないものや形になる以前の状態のものに形を与える”ことであると紹介している。

従って、 は、以下のようにラテン語の“形を与える”から、ニュースの伝達へ
と意味が変化してきたと考えられる ）。

（ ）“トレーニング、指示、教育、形、形を与える”
（ ）“アウトライン、概念、アイデア” （ラテン語の 由来）
（ ）“アドバイス、指導” （旧インフォ－マシオン 仏）由来）
（ ）“情報を知らせる行為、ニュースの伝達” （ 世紀）

内容を考えると意味が単純に変化したというより、以前の意味を包含しながら時代に適
応し変化してきたと考えられる。特に初期の“形を与える”という内容が教育に関与する内容
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だったとしても、現在の情報社会の“情報が価値を生み出す社会”という定義と近い概念であ
り、 の意味に、過去の概念が包含されているとも考えられる。
日本語の情報の意味は約 年という短い期間に現実に対応しつつ形成されてきたと考え

られるのに対し、 は語源をたどると 世紀の古フランス語から約 年に渡
って概念が積み上げられ、結果として、情報は事実であり、情報は人（あなたや私）が使う
ものという理解が成立したと考えられた。

ロングマン現代英英辞典とロングマンビジネス辞典における の意味
ロングマン現代英英辞典

ロングマン現代英英辞典には２つの見出し語と４つの使用場面の説明が示されている。
 状況や人や出来事などについて何かを伝える、事実または詳細。

（英文）
電話番号を求める人に電話番号を提供する電話サービス。

（英文）

他に、「 誰かの役立つかもしれないと思うドキュメントや情報をあなたが提供するとき
に使用される、 誰かに特定の事実についてあなたが間違っていることを伝えているとき
に使用される 話し言葉、 知る必要があるが、対処する必要がない人に送られる、手紙
や文書のコピーに書かれている、 誰かがあなたに、あなたが恥ずかしいまたは不快だと
思う詳細を話し、あなたがそれ以上聞きたくない場合に使用される 非公式の話し言葉」と
いった内容が含まれる。
英語なのでほとんどの場合主語が明示されている。この事例の場合は、読者の であ

る。日本語の広辞苑では主語がない名詞で説明されているので、情報は自分が使用するもの
であるという当事者意識が希薄になる可能性が高い。

ロングマンビジネス辞典
ロングマンビジネス辞典には１つの見出し語と３つの使用場面の説明が示されている。

何かまたは誰かについてあなたに伝える事実または詳細。
（英文）
関連語として、 、 が示されている。
知る必要があるが、対処する必要のない人に送信される手紙や文書のコピーに書かれ

た情報。
（英文）

特定の人がそれを読んだり、対処したりしたいときに、手紙の先頭に書かれた略語
（英文）
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英語なのでほとんどの場合主語が明示されている。この事例の場合は、読者の であ

る。日本語の広辞苑では主語がない名詞で説明されているので、情報は自分が使用するもの
であるという当事者意識が希薄になる可能性が高い。

ロングマンビジネス辞典
ロングマンビジネス辞典には１つの見出し語と３つの使用場面の説明が示されている。

何かまたは誰かについてあなたに伝える事実または詳細。
（英文）
関連語として、 、 が示されている。
知る必要があるが、対処する必要のない人に送信される手紙や文書のコピーに書かれ

た情報。
（英文）

特定の人がそれを読んだり、対処したりしたいときに、手紙の先頭に書かれた略語
（英文）

電話番号を要求する人々に電話番号を提供する電話サービス アメリカ英語
（英文）

日本で使われる、目的達成のため、意思決定の資料、問題解決に役立つといった、ビジネ
スに関連する説明はなく、情報の基本は事実であり、使用するのは個人であるといった点が
日本語の情報の定義と異なっている。

日本語と英語における情報の利活用
情報とデータの認識

石神によると、「情報、知識に関する新聞や雑誌における使用調査の結果、データと情報
の区別はされておらず入れ替えが可能であるが、情報のほうが良く使用されている」 と報
告されている。知識は身に付け内部で育て高めるものととらえられ、情報は与えたり、交換
したり、検索するものである。例えば、国際標準産業分類の は （デ
ータ処理）である が、同じ内容示す日本標準産業分類の はデータ処理サービス業で
はなく情報処理サービス業である。

主語の明示と動詞表現
情報リテラシーも も名詞である。情報リテラシーは名詞で概念を説

明するのに対し、 は、主語と動詞を使った具体的な行動で説明される
。例えば、“The information literate student evaluates information and its sources criti

and incorporates selected information into his or her knowledge base and value system.”のよ
うに の動詞形である を使用して、主語（ ）
が情報と情報源を評価すると、具体的な行動を説明している。ロングマン現代英英辞典とロ
ングマンビジネス辞典の説明文も主語と動詞で具体的な行動を説明していた。
名詞は概念を表すため内容を抽象化するのに役立ち、動詞は主語とともに行動で説明でき、

内容を具体化するのに有用であると考えられる。情報を個人が利活用するための説明には
動詞を使った具体的な説明の方が有効である。なお、リテラシーはリテラシと置き換え可能
な状態で使用されているが、本論文ではリテラシーを使用する。

アメリカの改正情報の自由法と日本の情報公開法
米の情報公開制度は、政府の情報は一般市民が すべきもの（しうるもの）という原

則を法律にしたもので、 年にアメリカ情報の自由法： が
成立した。その後、文書ファイルの電子化に対応すべく、 年に改正情報の自由法：

が成立した。電子情報の自由法：
とも呼ばれる。 上で殆どの公文書の情報を電子
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情報として、一般公開するものである。地方自治体及びその出先機関（公務員が構成員であ
る法人、税金による補助金が歳入を構成している法人、非営利団体で歳入の３分の１以上が
税金からの収入によるものを含む）により作成・受領・保管されている行政記録も対象とな
る。
日本の情報公開制度は、アメリカの“情報の自由法”（ 年）より 年遅れて、 年

に“行政機関の保有する情報の公開に関する法律” として成立した。遅れて成立したにもか
かわらずアメリカの より公開度は低い。また、アメリカの改正情報の自由法（
年）に相当する法整備について日本では動きがない。
第二次大戦後、日本は民主主義陣営の国家として出発した。民主主義陣営の理念は

年 月 日に大西洋憲章（大西洋会議）として公表されたが、その原則は ヶ月前の
年 月 日に つの自由（ ）としてルーズベルトによりアメリカ
連邦会議の年頭教書で示された。図３に つの自由（民主主義陣営の原則） を示す。日本
国憲法の条文と前文にこれら４つの項目は文章として全て含まれている。

図３ つの自由（民主主義陣営の原則）

中でも、言論と表現の自由は、情報を から の概念に戻す重要な
概念である。一般に情報理論が日本に としての情報の概念を普及させたと考え
られているが、言論と表現の自由が、人間中心の情報利活用を実現するための環境を国が保
証した概念といえる。情報公開制度に関する法整備の遅れなど、日本における情報の利活用
に関する社会的な理解は十分でない。

情報社会と知識基盤社会
情報社会は日本で良く使用されており、日本における情報の利活用は産業活動が前提と

なっている場合が多い 。情報社会では、情報技術により新しい価値が生産され、
付加価値の半分以上が情報により生産される、機会が均等に得られる、人物金が国を超えて
自由に行きかうとの認識が浸透しているが、個人への還元についてはあまり触れられない。
知識基盤社会、 はインターネットの普及が前提となった新しい価

つの自由（ ）
①言論と表現の自由

 —
②信仰の自由

 –

③欠乏からの自由
 

④恐怖からの自由
 
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値を創造するシステムと位置図けられ、個人ベースの情報利活用が前提となっている。
は人間中心の情報利活用ができる社会のイメージに最も近い。表

２に による情報社会と知識基盤社会の検索件数を示す。 で検索する
と、”Information Society”が約 件、 ”Knowledge Based Society”が約 件
で、表 の知識基盤社会の件数割合（ の値）は日本語より英語検索における割合が高い。

、 両サイトの件数の信頼性、日本から 検索への日本
からの到達度が不明であるが、数年にわたる傾向も同じであったことから、知識基盤社会の
概念は日本より浸透しているといえると考えられる。

表２ による情報社会と知識基盤社会の検索件数 （ 年 月 日）
日本語 英語

：情報社会 約 件 約 件
：知識基盤社会 約 件 約 件
：

を利用

日本における情報の利活用の特質
情報利活用と関係が推定される項目の英語と日本語の違い

“ ”は語源の から約 年の歴史があり、約 年の歴史しかない
日本の”情報”と比べれば理解の深さや広がりが異なると考えられる。そこで の
使用実態、特に日本語の“情報”と英語の“information”との相違点に注目して、今後日本にお
いて望まれる、有効な情報の利活用を考察した。

表３ 日本語と英語において情報利活用と関係が推定される項目の比較
項目 日本語で情報利活用と関係が推定

される項目 英語で情報利活用と関係が推定される項目
情 報 の 価
値 問題解決型に重点が置かれる。 新しい価値の創造にも重点が置かれる。
情 報 を 説
明 す る 品
詞

情報の定義が普通名詞となる。 主語と動詞を使っているため自分が利活用す
る意識が生まれる。

言 葉 の 歴
史

約 年の歴史しかない。個人の情
報利活用に注意が向いていない。

年の歴史がある。言葉の意味が共有され
ている。

情 報 の 説
明

情報の定義があいまいである。情報
とデータは置き換え可能である。

あなたに伝える事実のように動詞で行動を説
明している。 と は区別され
ている。

情 報 の 自
由 情報の自由に関する理解が浅い。

政府の情報は一般市民が すべきもの、
しうるものという民主主義原則が根づいてい
る。

情 報 社 会
の理解

情報社会の理解が産業界の利益を
重視している。 知識基盤社会という概念も使用される。
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表３に日本語と英語において情報利活用との関係が推定される項目の比較を示す。日本
語において情報利活用との関係が推定される項目を左の列に 項目、英語において情報利
活用との関係が推定される項目を右の列に６項目示す。 項目について以下の定性的な考察
結果を得た。
（１）情報の価値について、日本語では問題解決型で情報の価値を考えることが多く 、
“判断を下したり行動を起こしたりするために必要な知識”のように概念的 抽象的表現と
なる。それに対し英語では、“あなたに伝える事実”や、“情報を扱える（ できる）学
生は情報を自分の知識取り込める”といったように、動詞を使い具体的な行動として示され
ている 。また、英語のほうが情報は個人が利活用するものとの傾向が強い。
（２）情報の定義は、日本語の場合は普通名詞で終わることが多いが、英語では主語と動
詞を使った説明が含まれるため、日本語に比べ具体的で、自分が利活用する意識を持ちや
すい。
（３）日本語の情報は一般に認知されるようになって約 年程度しか経っていない。そ
れに対し は語源の から約 年の歴史があり理解の深さや広がり、
情報の蓄積度が高いと考えられる。
（４）日本語は情報の定義があいまいで、情報とデータは置き換え可能である。英語の
と は区別されており、かつ、情報を説明するのに“あなたに伝える事実”のよ
うに具体的な行動が伴う説明となっている。行為と行動、意志と意思も置き換え可能であ
る。
（５）日本では、情報の自由に関する理解が十分得られていない。アメリカでは“政府の情
報は一般市民が すべきもの、しうるもの”という原則が根づいている。特に、

に相当する法整備が日本では遅れている。
（６）日本語で情報社会という概念は一般的であるが、知識基盤社会という言葉は一般的
でない。英語では も、 も一般的であると推定
される。知識基盤社会の概念は人間中心の情報利活用に近い概念で、日本の情報社会の概
念に欠如している概念と言える。

表３の 項目から明らかになった相違点をもとに考察した、個人の情報活動における重
要な視点を以下に示す。
・日本では情報という言葉が、比較的自由に定義されている可能性が高いので、人間中心の
情報利活には、用語を再定義し、あいまいな情報関連用語の使用を控え、情報の概念を共有
する努力が必要である。
・当事者意識を持って情報の利活用ができるよう、主語と動詞を使った具体的な行動で情報
の利活用を表現する。
・人間や自分のために情報を利活用できる社会は情報社会より知識基盤社会の概念が近い
ことを理解する。
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表３の 項目から明らかになった相違点をもとに考察した、個人の情報活動における重
要な視点を以下に示す。
・日本では情報という言葉が、比較的自由に定義されている可能性が高いので、人間中心の
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・当事者意識を持って情報の利活用ができるよう、主語と動詞を使った具体的な行動で情報
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・民主主義の原則である政府の情報は一般市民が すべきもの、しうるものという情報
の自由に関する理念を共有する。

問題解決型の情報利活用 ）

の“特定の状況において価値が評価されたデータ”、あるいは の“知
識構造”の式を使って、なぜ人にとって情報が必要か説明を試みても、データ、情報、知識
の関係以上の説明は困難であった。現状では情報の価値を説明するために、問題解決型の情
報利活用を用いた説明が最も説明しやすく、納得も得やすい。問題解決型の説明には複数の
方法が考えられるが、以下に代表的な タイプの説明方法を示す ）。
（１ 情報収集型：情報収集→情報の分析→情報の発信

情報収集した情報から問題点を発見し、その分析結果を提示する。そして、その結果
を発表 情報発信する。収集した情報の利活用が大きなウエートを占める。

（２ 問題の発見型：情報収集→問題（本質）の把握→解決策の創出→発表
情報収集型とほぼ同じであるが、情報の分析の後に、現実の問題点を把握し、解決策

を提示し、その結果を発表 情報発信する。現実的な情報の利活用となり、情報の有用
性を示すことができる。

（３ 問題解決型：目標の設定→情報の収集→情報の分析→問題の定義→解決策の創出→
解決策の評価選択→解決策の実施→情報の発信

収集した情報を分析し、自分で問題点を定義し、定義した問題点の解決策を創造する。
問題発見型より積極的な情報の利活用である。

情報の利活用は多くの場合 ”情報収集→問題の把握→問題の考察→意思決定→報告”のよ
うに、情報収集を行い現実に存在する問題の解決に情報を利活用することがメインとなっ
ている。問題解決を目指した一連の情報処理は、問題点に関する予備知識を収集し、仮説で
もよいので解決策を設定し、その後、関連する情報収集を行い、収集した情報を使って問題
解決の方策を考え出すプロセスであり、適切な意思決定に役立てることができる。問題解決
に繋がれば情報の価値を認識できることになる。

新しい価値の創造と個人としての情報利活用
情報社会の概念は情報を使って新しい価値が創造でき、機会が平等に与えられ、地球規模

で人 物 金 情報が自由に行き来する社会であった。しかし、情報を使って新しい価値を創
造するといった視点にたって情報の価値を説明しているケースは少ない。研究開発や商品
開発などで触れられるが、産業活動における利活用が前提となっているケースがほとんど
で、自己実現や生涯学習など個人のための情報利活用を前提とした、人間中心の利活用では
ない。日本では組織の調和を重要視するため、失敗のリスクをなるべく下げるための情報利
活用になりやすく、失敗のリスクをとった新しい価値の創造に挑戦しにくい環境にある。
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６．まとめ
英語の は語源をたどると約 年と長い歴史を持つことから、意味範囲が確

立していると思われた。
日本語の情報の定義は“判断を下したり行動を起こしたりするために必要な知識”のよう

に概念的で具体性に欠ける傾向にあった。それに対し英語の の定義では、“あ
なたに伝える事実”や、“情報を扱える 学生は情報を自分の知識取り込める”といっ
たように、動詞を使い具体的な行動として示されていた。また、英語のほうが情報は個人が
利活用するものとの傾向が強いように思われた。
動詞は行動を示すが、行動は人の行為の一部である。行為は、意志、意図、企図、意思決

定、行動から構成され、行動は行為の最後の段階に位置する。行動以外は意志的行為であり、
行動は身体的行為である。そのため、人間中心の情報の価値を考えるためには、情報と行動
の関係だけを考察するのではなく、情報と行動を含む人の行為全体との関係を考察する必
要があると考えられた 。
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